
日本再生戦略 
 

平成24年7月31日  
閣議決定 

《国土交通省平成２５年度科学技術関係予算概算要求》 
第４期科学技術基本計画、資源配分方針、日本再生戦略、社会資本整備重点計画、国土交通省技術基本計画を踏まえ、 
震災からの復興・再生分野やグリーンイノベーション分野を始め、国民の暮らしへ還元する社会的技術を推進する。 

国土交通省技術基本計画 
（平成20年4月策定）  

（計画期間：H20～H24年度） 

各計画を踏まえた概算要求の実施 
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第２次社会資本整備重点計画 
（計画期間：H20～H24年度） 

〔社会資本整備事業を重点的、効果的かつ 
効率的に推進するために策定する計画〕 

第３次社会資本整備重点計画 
計画期間：H24～H28年度 

（平成24年8月31日閣議決定） 

国土交通省技術基本計画 
計画期間：H24～H28年度 
（平成24年10月策定予定）  

≪政府全体≫ ≪国土交通省≫ 
第３期 科学技術基本計画 
（平成18年3月28日 閣議決定） 
（計画期間：H18～H22年度） 

第４期 科学技術基本計画 
（平成23年8月19日 閣議決定） 
（計画期間：H23～H27年度） 

 
≪最重点化対象≫ 

 
 
 

≪重点化対象≫ 

 
 

 

 

 

 

                                               

科学技術に関する 

予算等の資源配分の方針（H24.7） 

科学・技術重要施策 

アクション・プラン 

重点施策パッケージ 

≪その他の計画等≫ 



平成２５年度 科学技術関係予算の概算要求額は、約５４７億円（対前年度 １．０２倍） 

概算要求の基本的考え方 

※社会資本整備特別会計（治水勘定、道路整備勘定、港湾勘定）等を除いた数値 

＜独立行政法人＞ 

１７０（億円） 

＜試験 

研究機関＞ 

６０（億円） 

＜内局・外局＞ 

２１８（億円） 

＜内局・外局＞ 
（内局） 
（気象庁） 
（海上保安庁） 

＜試験研究機関＞ 
（国土技術政策総合研究所） 
（気象研究所） 

＜独立行政法人＞ 
（土木研究所） 
（建築研究所） 
（交通安全環境研究所） 
（海上技術安全研究所） 
（港湾空港技術研究所） 
（電子航法研究所） 

アクションプラン分野施策 
 

○復興・再生分野 
 ・津波が越えても壊れにくい防波堤構造の開発 等 

○グリーンイノベーション分野 
 ・浮体式洋上風力発電施設の安全性に関する研究
開発    等 

アクションプラン分野施策 
 

○復興・再生分野 
 ・市街地における低コスト液状化対策技術に関する
研究  等 

○グリーンイノベーション分野 
 ・ゲリラ豪雨（局地的大雨）対策に関する研究  等 

アクションプラン分野施策 
 

○復興・再生分野 
 ・大規模地震・津波に対する河川堤
防の複合対策技術の開発  等 

○グリーンイノベーション分野 
 ・住宅・建築の省エネルギー性能評
価手法の高度化による消費エネ
ルギーの削減 等 

・概算要求額・要望額 
  （独立行政法人予算を除く全体額）※ 

      ：３７８（億円） 
   →うちアクションプラン分野施策 

        ： ２０５（億円）  （５４％） 
※独立行政法人予算については、中期計画に基づき、
各法人が25年度の開始前に年度計画を定めるため、
現時点ではその内訳を確定できないため、上記数
値には含めていない。    
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＜特別の機関＞ 

１００（億円） 

アクションプラン分野施策 
 

○復興・再生分野 
  ・津波予測情報の高度化 

○グリーンイノベーション分野 
 ・地球地図プロジェクトの推進（時系列データ整備手
法の開発） 

＜特別の機関＞ 
（国土地理院） 
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予算重点化の動き（前年度予算からの主な変更点） 

＜平成２５年度ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ分野施策概算要求額＞ 
（独立行政法人予算を除く全体額） 

２０５億円（全体額のうち５４％） １８０億円（全体額のうち５０％） 

＜平成２４年度ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ分野施策予算額＞ 
（独立行政法人予算を除く全体額） 

全体額におけるｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ分野施策の割合 

【ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ分野施策の割合の増加】 

復興再生分野施策 

＜平成２４年度予算額＞ 
（独立行政法人予算を除く全体額） 

＜平成２５年度概算要求額＞ 
（独立行政法人予算を除く全体額） 

３３億円（全体額のうち９％） ５３億円（全体額のうち１５％） 

【復興再生分野においては、割合が減少】 
→平成２４年度においては、東日本大震災への対応として、緊急に対応すべき取組に対する予
算を多く計上。緊急に対応すべき取組の終了に伴い、平成２５年度要求では、予算額が減少
しているが、引き続き「復興・再生並びに災害からの安全性向上」に係る取り組みを推進する。 

グリーンｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ分野施策 

＜平成２４年度予算額＞ 
（独立行政法人予算を除く全体額） 

＜平成２５年度概算要求額＞ 
（独立行政法人予算を除く全体額） 

１８０億円（全体額のうち４８％） １３３億円（全体額のうち３７％） 

【グリーンイノベーション分野においては、割合が増加】 
→平成２５年度要求では、平成２４年度予算額に比べ、全体額に対する割合が大幅に増加。 
ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ施策をはじめ、「グリーンイノベーション」に係る取り組みを推進する。 



政策課題 

登録施策 

地震 津波 
放射性物
質の影響 

命・健康を災害
から守る 

    
  
  
  

仕事を、災害から守り、
新たに創る     

居住地域を、災
害から守り、新た
に創る 

    

      

    
  

モノ、情報、エネ
ルギー等の流れ
を、災害時も確
保し、新たに創る 

    

復興・再生分野 

アクションプランの取組 

○復興・再生分野においては、アクションプランに提案した以下の９施策を中心として取組を推進 

アクションプランの取組（復興・再生分野）① 

・緊急地震速報の予測精度向上に関する研究 
  （気象研究所：4百万円） 

・海溝型巨大地震等の地震特性を踏まえた建築物の
耐震性能設計技術の開発 

  （国土技術政策総合研究所：30百万円） 

・津波が超えても壊れにくい防波堤構造の開発 
  （港湾局） 

・大規模地震・津波に対する河川堤防の複合対策技術の開発 （ (独)土木研究所：運営費交付金の内数） 

・港湾堤外地における津波からの安全性向上に関する
研究 （国土技術政策総合研究所：24百万円） 

・非構造部材（外装材）の耐震安全性の評価手法・基
準に関する研究 

  （国土技術政策総合研究所：15百万円） 

・市街地における低コスト液状化対策技術に関する研究 
  （国土技術政策総合研究所：15百万円の内数） 

・大規模広域型地震被害の即時推測技術に関する研究 
  （国土技術政策総合研究所：12百万円） 

・津波予測情報の高度化 （気象研究所：6百万円、国土
地理院：10百万円） 
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